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1. はじめに 

現在の看板や交通標識の建設におい

ては，重力式の基礎構造が広く採用さ

れている（写真-1）。しかし，この重力

式基礎には施工・構造面においていく

つかの課題が存在し，これらの課題を

解決することが急務となっている。本

研究で対象とする杭基礎の場合，これ

までは Chang の公式によって算出され

る必要杭長が長くなってしまうために，

支持基盤がかなり深い場合を除けば，

コスト比較により採用された例は少な

いのが現状である。そこで本研究では，

重力式基礎が抱える問題を解決すると

ともに Chang の公式に変わる合理的な

杭長決定方法を含む看板の設計・施工法を開発した。本稿では提案する杭基礎の設計・施工法を説明し，こ

れまでに施工した直立式看板の事例を紹介する。 

 

2. 看板のための既往の基礎構造 

2.1 重力式基礎 

重力式基礎は大きく，直接基礎と躯体基礎に分けられる。直接基礎では基礎本体の自重と地盤からの底面

反力によって看板に作用する風荷重に抵抗する。一方，躯体基礎は躯体の側面に作用する地盤反力も合わせ

て，風荷重に抵抗する。 

写真-2 は直接基礎の建設過程の一例を示している 1)。まず基本的な工程として，バックホーによる掘削、

砕石・基礎コンクリートの打設、鉄筋の組込み、コンクリートの打設，アンカーボルトによる支柱の取付，

を行う。この事例では，例外的にコンクリート打設の際に型枠を用いず，建物の基礎側面までコンクリート

を打設している。 

次に，施工面の問題を列挙する。 (1) 掘削工、型枠工、鉄筋工、埋戻し工、水替え工が必要： これら多

様な工程が必要になるが，近年は職人の高齢化・不足により特に型枠工，鉄筋工が困難になっている。また，

地下水が浅い場合の水替え工は施工費を上昇させる一因ともなっている。 (2) 工期の長期化： (1) に挙げた

工程に加えて，コンクリートの養生に長期間を要するため，通常は１か月以上の工期を要する。 (3) 広い工

事占有面積： 掘削面積に加え，掘削のための重機，建設資材の搬入車両，コンクリートの運搬車両により占

有面積が広くなり，交通規制が複数日に及ぶ場合も少なくない。 

  
写真-1 直立式看板（左）        片持ち式交通標識（右） 
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【構造面の問題】 (1) 支柱取り付け部の耐久性低下： 支柱基部の基礎へのフランジ結合部分ではアンカ

ーボルトやナットを使用するが，これらの腐食が長期的に耐久性を低下させる。 (2) 地盤掘削による地盤の

剛性・強度の低下： 地盤掘削により地盤が緩むため，これによる鉛直支持力の低下や，躯体基礎における水

平支持力の低下が避けられない。また，埋戻し土の沈下も問題になる。 (3) コンクリートの大量使用： 多

量の現地発生土が生じるためその処理に少なくない費用を要する。加えて，セメントの生成時における二酸

化炭素の発生など，環境問題にも影響する。 

2.2 杭基礎 

既往の横荷重の受ける杭基礎の設計では，弾性床上の梁と見なしてたわみ挙動を解析している。いわゆる

Chang の公式は，地盤を均質，杭長を無限大と仮定することで，この枠組みで誘導された簡易な計算式であ

る。以下は，たわみd を求めるための支配方程式（微分方程式）と特性方程式，対応する４個の特性値と基

本解である。さらに，それらを一次結合した一般解を示している。 

    (2.1) 

ここで，d は深さ z の関数であるたわみ量で，D, EI, k はそれぞれ杭の

外寸法，曲げ剛性，地盤反力係数である。b は波数（特性値）であり，

波長は 2π/b となる。杭長を無限大と仮定すると，一般解において発

散する後半の項は省かれることになり，以下の公式が得られる。 
          (2.2) 

無限長杭の仮定によって，一般解では 4 個あった未定定数は a, b の 2

  

     バックホーによる掘削          砕石の敷設・基礎コンクリートの打設 

  

       鉄筋の組込み              コンクリートの打設・ボルトによる取付 

写真-2 看板のための既往の直接基礎の施工例 1) 

 
図-1 Chang の公式 
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個になるので，杭頭の載荷条件（せん断力と曲げモーメント）のみにより残りの未定定数が決定される。得

られたたわみ挙動を保証するためには，半波長以上の杭長が必要であると考えるのが基本であり，通常，必

要杭長 L は次式で計算される。 
       (2.3) 

この必要杭長については，一般的には長すぎると考えられていて，半波長の 3 分の 2 程度でよいとの議論が

ある 2,3,4)。波長から杭長を求めることの基本的な問題は，杭の曲げ剛性 EI が大きくなると式(2.1)が示すよう

に波数 β は小さくなることは明らかで，結果的に式(2.3)で計算される必要杭長は長くなる。すなわち，他の

条件が同じであれば，杭の曲げ剛性を安全側に大きくとると，必要杭長がむしろ長くなるという矛盾を含ん

でいる。加えて，Chang の公式では，地盤の層構造を適切に考慮することができないという根本的な問題も

有している。 

 

3. 提案する看板のための杭基礎の概要 

前節では看板のように横荷重（風荷重）を受ける既往の杭基礎の問題点を説明した。本研究では，これら

の問題点を解決するために，以下に示すような３つの技術を用いた独自の構造・設計法を提案する。 

① 重複反射法による杭のたわみ挙動解析 3)： この開発したたわみ挙動解析によって，地盤の層構造を

考慮して，有限長の杭のたわみ挙動を計算することが可能となる。Chang の公式の問題点を克服し，

杭のたわみ量に基づいて，合理的かつ経済的に必要杭長を決定することが可能になる。 

② 看板，交通標識に最適な支柱と杭の結合構造： コンクリートの圧縮強度で看板支柱を支持する結合

構造で，既往の基礎におけるアンカーボルトの腐食による耐久性の低下を防ぐことが可能になる。 

③ 柱状地盤改良を利用した杭の打設： 地盤掘削による地盤の支持力（地盤反力）の低下を地盤改良に

よって解消することが可能になる。これにより，型枠工，鉄筋工，水替え工などの工程が不要になり，

現地発生土を最小に抑えることも可能になる。 

以下では，①と②について説明し，③については後節の施工例において説明する。 

3.1 重複反射法 

重複反射法は複数の層の境界で透過・反射する波動を解析するもので（図-2），この手法を杭の波動解析

に適用した。地盤の層構造は，複数の均質で，厚さが一様な層によってモデル化した。これらを串刺しにす

る杭は地層境界に合わせて複数のセグメントに分割する。杭頭の荷重条件に加えて，その地層の境界ではた

わみ δ，たわみ角 θ，曲げモーメント M，せん断力 Q がそれぞれ連続で，有限長杭の先端では M=0，Q=0 で

ある，というのが境界条件になる。 

均質な地層内では Chang の公式の誘導過程と同じ式(2.1)によ

って杭のたわみ挙動を記述できる。特性値 β が依存している地

盤反力係数 kは図-3に示すよ

うに杭の変位量に伴って減少

するが，実験により定められ

た以下の経験式によって，許

容変位量da=1cm に対応する

弾性係数 k を用いる（図-3）。

変位が標準値1cmの時の地盤

反力係数 k は，以下に示すよ

うにN値および外径Dの関数

である。  
図-3 地盤反力係数 

 

図-2 重複反射法 
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  (3.1) 

式(2.1)に含まれる未知数 a, b, c, d を用いると以下の 4×4 のマトリックスによってたわみ挙動を記述できる。

各層ごとのマトリックスを境界条件を満たすように連結して解くことによって，許容杭頭変位に対応する必

要杭長は，杭長を変化させた繰り返し計算によって算出する。詳細は参考文献を参照していただきたい 4)。 

                                                                                        (3.2) 

（試設計による基礎の比較）  表示板寸法 4m×4m の看板を，図-4 に示す地盤条件において支持する場合

について既往の直接基礎と提案する杭基礎で試設計して比較する。表示板にかかる全風荷重はFw=15.77kN，

支柱にかかる全風荷重は Fw=0.79kN と算出され，杭頭における水平荷重は Qh=16.56kN，曲げモーメントは

Mh=96.21kNm であった。両者における試算の結果を図-4 に模式的に示している。 

提案する杭基礎では，円形鋼管を用いると，杭の外径 D=500mm，厚さ t=19.0mm，改良体直径 D=700mm，

杭長 L=5.0m と算出された。Chang の公式によって算出される必要杭長は，平均した N 値 4 を用いて算出す

ると L=10.5m となり，重複反射法の場合の２倍以上の長さになる。一方，重力式基礎の場合，直接基礎のコ

ンクリートスラブは，幅 Ws=5.0m，奥行 Bs=4.5m，厚さ Hs=1.0m で体積が 24.75m3 であった。 

提案する杭基礎では，セメントモルタル注入量に相当する柱状改良体の約 1m 程度の部分が現地発生土に

相当し，約 0.4m3 程度と試算される。一方，重力式基礎の現地発生土はコンクリートスラブの容積に相当す

る 25m3 程度と推定される。 

3.2 支柱-杭の結合構造 

写真-3 は，開発した支柱-杭の結合構造の施工直後の状態を示している。コンクリートが固化するまでの

間は，ボルトの支圧力だけで風荷重を受ける看板を支持することを設計条件としている。したがって，杭の

打設から支柱の取り付けまでには，杭の周囲の改良体が原地盤に相当する剛性を発揮するまでの２・３日空

けるとしても，杭の施工から完成までの工程は４日程度である。一方，既往の直接基礎では，支柱を固定す

るためのアンカーボルトが強度を発揮するためにスラブのコンクリートが固化するのを待つ必要があるため

に，工期が１か月以上となる。 

 

 

写真-3 支柱-杭結合構造 図-4 杭基礎・重力式基礎の比較 
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4. 設計法と設計例 

4.1 設計手順 

設計手順は以下のようである。 

(1) 地盤調査を行い，地盤の地層構造をモデル化する 

(2) 看板の仕様から，風荷重や看板・支柱の重量など，基礎に加わる荷重を算出する 

(3) 風荷重に耐えるように，支柱の断面を許容応力度法によって決定する 

(4) 決定した支柱の断面と支柱-杭結合構造から，杭の断面を決定する 

(5) 杭頭でのたわみ量を許容変位 1cm 以下になる杭長を決定する 

4.2 看板概要と仕様 (写真-4，図-5) 

看板の建設位置は静岡県浜松市である。表示板は高さ h=10m，幅 B=1.0m，厚さ d=0.3m である。設計結果

を列挙すると，支柱は角形鋼管(STK-400)，外径 D=250mm，肉厚 t=9.0mm，高さ 10.0m，杭は角形鋼管(BCR-295)，

外径 D=400mm，肉厚 t=9.0mm，杭長は L=4.0m となった。設計計算の例を説明する。 

4.3 風荷重 

看板全体にかかる風荷重を建築基準 2)によって算出する。静岡県浜松市は地域区分(2)に属し，この区分の

基準風速 32m/s を用いて風荷重を計算する。この看板の場合，図-5 に示すように，地上部分に出ているのは

表示板のみであるので，支柱には風荷重が作用しない。風荷重 Fw(kN) の算出方法は以下のようである。 

    (4.1) 

ここで，Aw(m2)は看板面の投影面積，pw(kN/m2)は風圧力，q(kN/m2)は速度圧である。速度圧 q には土地の利

用形態分類，看板の形状等が加味されて，基本的には基準速度の２剰に比例する値である。風荷重の算定に

適用される規則等は参考文献 7) に取りまとめられている通りである。 

4.4 支柱断面の決定と断面力の照査 

風荷重と看板の自重(2.45kN)から支柱基部における断面力は，せん断力 Qh=9.74kN，曲げモーメント

Mh=48.70kNm，軸力 F=8.97kN と算出された。曲げ圧縮応力度sc+sb の許容応力度sa に対して動員される断面

応力を 0.5 程度（安全率 2）に抑えることを目標に，外径 D=250mm に対して肉厚 t を繰返し計算において変

化させて，最終的に肉厚 t=9.0mm と決定した。この場合の杭の断面特性は，断面積 As=84.67cm2，断面二次

モーメント I=8093cm4，断面係数 Z=647.5cm3 であった。応力度の照査は以下のようである。 

図-5 看板・地盤概要 

 

 

写真-4 施工現場全景 
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2

2

/ (8.97 1000) / (84.67 100) 1.06 N/mm

/ (48.7 1000) / (8093 10000) 75.3 N/mm
/ / 1.06 / 43.9 75.3 / 235 0.024 0.320 0.344

c s

b h

c c b b

F A
M Z
f f

s

s
s s

= = × × =

= = × × =
+ = + = + =

  (4.2) 

圧縮，曲げそれぞれに対する許容応力度 fc, fbは，座屈を考慮して短期荷重に対するものを用いた（参考文献

7）参照）。応力の許容値に対する動員率が示すように，支柱の場合は圧縮力に比べて曲げモーメントの貢献が

大きいことが明らかである。ここでは省略するが，別途せん断力に対する照査，最大圧縮応力に対する照査

も実施し，許容値に対して十分な余裕があることを確認した。 

 

4.5 杭の断面と長さの決定と断面力の照査 

支柱－杭結合構造から，杭の外径は支柱外径より 150-200mm 大きいのを標準としていて，このケースでは，

杭の外径を D=400mm，肉厚を支柱と同じ t=9mm とした。モデル化した地盤条件（図-5）に基づいて，繰り

返し計算によって杭長と杭頭変位の関係を求めた結果を図-6 に示している。このマスターカーブによると杭

頭の許容変位 δh=1cm を満たすには杭長は L=2.3m で十分であるが，地盤の上部には厚さ 1m 程度の比較的固

い盛土層（N=8）があるが，表土は長期の信頼性が低いこと，看板高さの半分が 5m であることを考慮して，

このケースでは杭長を L=4.0m と決定した。このとき，杭頭変位は δh=0.41cm (<1.0cm)と計算された。参考の

ために Chang の公式では，N 値 8 の均質地盤を仮定すると必要杭長は L=7.04m，深さ 4m までの平均 N 値 5

を用いた場合の必要杭長は L=7.92m となり，重複反射法により求めた杭長の 3 倍以上，決定した杭長の 2 倍

程度であることが分かる。 

杭長決定後，改めてせん断力 Q，曲げモーメント M，たわみ角 θ，たわみ量 δ の杭長全体にわたる分布を

計算した（図-7）。これによる曲げモーメントは深さ z=0.24m で最大値になる。このとき，曲げモーメント

Mm=49.8(kN)，Qm=0(N)，軸力 F=9.22(kN)であった。杭の断面特性は，単面積 As=138.0mm2，断面二次モーメ

ント I=34790cm4，断面係数 Z=1739cm3 であるので。応力度の照査は以下のようになる。 
2

2

/ (9.22 1000) / (138 100) 0.67 N/mm

/ (49.8 1000) / (1739 1000) 28.7 N/mm
/ / 0.67 / 266 28.7 / 295 0.0025 0.097 0.100

c s

b h

c c b b

F A
M Z
f f

s

s
s s

= = × × =

= = × × =
+ = + = + =

  (4.3) 

圧縮，曲げそれぞれに対する許容応力度 fc, fbは，座屈を考慮して短期荷重に対するものを用いた（参考文献

7）参照）。応力の許容値に対する動員率は 10％程度で，かなり余裕のある結果になっている。このことは支

柱－杭結合構造により，杭の外径は支柱の外径よりも一回り大きくなっていることにも原因がある。先に示

したように提案する重複反射法を用いることによって，許容杭頭変位に対応した杭長を決定することができ，
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図-6 杭長の決定（マスターカーブ） 
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図-7 杭のたわみ挙動 
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既往の Chang の公式で求められる必要杭長よりも格段に短い杭長を採用することができるので，結果的には

経済的な材料費と施工費が提言できることになる。 

杭の鉛直支持力に対する照査も通常の方法で実施したが，周面摩擦力を無視して先端支持力のみを考慮し

た場合でも，軸力の極限支持力に対する動員率は 10％以下であった。詳細は割愛する。 

 

5. 施工法と施工例 

5.1 柱状改良体の構築 （写真-5） 

杭は，柱状の地盤改良体の中に立て込まれるが，これは市街地での看板の建設においては杭の打ち込みに

よる振動や騒音は避けなければならないので，この地盤改良による工法を選択した。ほとんどの場合，柱状

改良体の剛性が原地盤の剛性を上回るが，地盤改良体は杭と地盤の密着を良くして地盤反力を適切に発揮さ

せることを期待している。したがって，上で説明した設計（重複反射法）においては，地盤反力の算定に地

盤改良体の強度を考慮していない。 

(1) 測量による位置決定： 掘削する位置を出す。側溝等が近くにある場合，掘削円の中心は改良体半径

+20cm 程度離れた位置とする。 (2) 基礎鋼管の天端部の空堀（1m 程度）： 注入するセメントと水の容積に

相当する上部 1m 程度の土を取り除く。改良体は現地土にセメントと水を混ぜることによって作製されるた

め，現地発生土は，小型(2t)トラック 1 台で十分運べる量であった。 (3) オーガーによる地盤の掘削と練返

し： セメントは水に溶いた状態で注入するが，均等に混ざるようにオーガーにより複数回注入前に練り返す。 

(4) セメントの混合・撹拌（ソイルモルタルの造成）： セメント注入後も均等に混合するようにオーガーに

より繰り返して撹拌する。 

5.2 杭の立て建込み （写真-6） 

(1) 杭の立て込み： 改良体が硬化し始める前に，速やかに開始する。 (2) 鋼管内の空堀：支柱‐杭一体構

造の結合部分の空間を確保する。空堀はオーガーによって行い，上部約 1.5m 程度とする。支柱結合部分は

標準で 1.5m としている。 (3) 支柱鋼管固定プレートおよび縦鉄筋の設置： 杭内に立て込む支柱の姿勢を保

つようにプレートを杭内に設置する，鉄筋はガイドであるのに加えて，杭と支柱の間に充填するコンクリー

トの圧縮強度を十分に発揮するために用いている。 

   
オーガーによる地盤の掘削     現地発生土（上部 1m 程度）の搬出         セメントの注入撹拌 

写真-5 柱状地盤改良体の造成 

     
改良体への杭の立て込み           杭上部の中掘り（1.5m）             支柱底板プレートの設置 

写真-6 杭の立て込み 

7



5.3 支柱の立て込み （写真-7） 

(1) 支柱の立て込み： 支柱と看板が一体となっている場合には，改

良体の強度・剛性が原地盤を上回るまで２・３日置くことになる。し

かし，この施工例のように，支柱下部にフランジ結合を有していて，

看板を後日取り付ける場合には，柱状改良体造成と同日に支柱の立て

込みが可能になる。 (2) 姿勢の調節： ボルトによって支柱の姿勢を

調整し，緊結する。 (3) コンクリート打設： 支柱と杭の隙間にコンクリートを充填する。長期的にはコン

クリートの圧縮強度で看板にかかる荷重に耐えるように設計されている。 

 

6. まとめ 

既往の重力式基礎構造の問題点を解決するために看板や交通標識のための杭基礎構造の設計・施工法を開

発した。この工法は，次に示す３つの技術に基づいている ① 許容杭頭変位に対して，地盤の層構造を考慮

して合理的に必要杭長を決定できる，「重複反射法による杭のたわみ挙動解析法」， ② 腐食に対して弱点と

なるアンカーボルト・ナットを使用せず，さらに工期短縮を可能にする，「支柱－杭の結合構造」，③ 杭打設

時の振動や騒音を避け，地盤の反力を十分に発揮させることが可能な，「地盤の柱状改良工法」。 

本報告では，上記の 3 つの技術により，現在広く使われている重力式基礎や杭基礎の設計における Chang

の公式が抱える問題点を解決できることを説明した。写真-8 に完成状態を示した施工事例では，朝 8 時から

作業を開始し午後 3 時には支柱の取付までの工程を完了した。看板の上部構造の取り付けは約一か月後に４

時間程度で終了した。このことからも，提案する工法は工期の大幅な短縮を可能にすることが明らかである。 

紹介した施工事例以外に，現在ではもう１例の施工実績がある。また，実施工に先立って２例の試験施工

とそれらについての試験載荷を実施しているが 8)，今後も，種々の適用条件と設計・施工法を検討する。 
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支柱の立て込み                  周辺の整備後 

写真-7 支柱の立て込み 

 

写真-8 完成写真 
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